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「「「「雇用雇用雇用雇用」」」」やややや「「「「賃金賃金賃金賃金」」」」にににに対対対対するするするする    

企業企業企業企業のののの考考考考ええええ方方方方    

 

◆◆◆◆「「「「企業経営企業経営企業経営企業経営とととと賃金賃金賃金賃金にににに関関関関するするするする調査調査調査調査」」」」    

独立行政法人労働政策研究・研修機構では、

平成 20 年 12 月に「今後の企業経営と賃金の

あり方に関する調査」として、全国の従業員

50 人以上を有する企業約 15,000 社（有効回

答 2,734 社）を対象として大規模な調査を行

い、その結果をまとめました。 

調査内容としては、賃金の構成要素や賃金

制度のあり方、制度見直しの方向で、経営環

境や雇用に対する考え方についても含まれて

います。 

 

◆◆◆◆雇用雇用雇用雇用・・・・賃金体系賃金体系賃金体系賃金体系にににに対対対対するするするする考考考考ええええ方方方方    

雇用に対する考え方としては、できるだけ

多くの社員について「長期安定雇用」を維持

したいと回答した企業は約７割に上り、「従

業員の生活を保障するのは企業の務め」と回

答した企業は９割近くとなっています。 

賃金体系については、過去５年程は年齢・

勤続・学歴を重視する「個人属性重視型」が

40.5%で最多でしたが、今後は職務遂行能力を

重視する「職能重視型」が 33.2%と最も多く

なっており、成果主義賃金の典型である「短

期成果重視型」は 8.6%にとどまっています。 

賃金制度を見直すにあたって重視する点

については、以前・今後のいずれも「個々の

職務遂行能力」、「個々の成果」を把握して賃

金に反映させることがそれぞれ６割強となっ

ています。 

 

◆◆◆◆「「「「職務遂行能力職務遂行能力職務遂行能力職務遂行能力」」」」をををを重視重視重視重視へへへへ    

ここ数年の不景気下で、非正社員だけでな

く、正社員でも「雇用の安定」を求めにくい

状況となっていますが、企業サイドとしては、

以前同様「長期安定雇用」を目指しているこ

とがうかがえます。 

しかし、その際に重視するのは、以前は「従

業員の年齢や学歴」が中心となっていました

が、今後は「職務遂行にあたっての能力」で

あるということがこの調査により明確になっ

ています。 

今後は、職務遂行能力を向上させるための

教育制度やその補助に関する充実がより求め

られるのではないでしょうか。 

    

 

「「「「ワークルールチェッカーワークルールチェッカーワークルールチェッカーワークルールチェッカー」」」」のののの    

診断結果診断結果診断結果診断結果    

 

◆◆◆◆15151515 万万万万アクセスアクセスアクセスアクセス突破突破突破突破    

連合は、今年２月に開設した、労働条件簡

易診断 Web サイトの「ワークルールチェッカ

ー」（http://www.work-check.jp/）のアクセ

ス数が 15 万件（４月 13 日時点）に達したと

発表しました。診断結果が「ひとまず安心」

（チェック項目がゼロ）だったのは全体の約

２割で、雇用形態を問わず、法令違反の可能

性が示唆される結果が目立っているそうです。 

びいずびいずびいずびいず事務所便事務所便事務所便事務所便りりりり 
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◆◆◆◆寄寄寄寄せられたせられたせられたせられた回答回答回答回答のののの多多多多くにくにくにくに労働法令違反労働法令違反労働法令違反労働法令違反のののの

可能性可能性可能性可能性    

この「ワークルールチェッカー」は、Web

サイトにパソコンや携帯電話からアクセスし、

９つの設問（派遣労働者は 14 問）の中から該

当する項目にチェックを入れることで、職場

の法令遵守度合いを点検できる仕組みです。 

９つの設問は次の通りです。 

（１）労働時間・休日・賃金・業務内容など

の労働条件を書面でもらっていない。 

（２）給与明細に「厚生年金保険料」「健康保

険料」が載っていない。 

（３）給与明細に「雇用保険料」が載ってい

ない。 

（４）残業したのに、残業代が全部または一

部支払われない。 

（５）有給休暇がもらえない、あっても取り

づらい。 

（６）会社で健康診断を受ける機会がないか、

自腹で健康診断をしている。 

（７）仕事上の病気・ケガをしたら、会社か

ら「自分で治せ」と言われた。 

（８）会社の都合で仕事が休みになったのに、

賃金補償がない。 

（９）仕事中にミスをしたら、罰金をとられ

る。 

 

◆◆◆◆有給休暇有給休暇有給休暇有給休暇やややや残業残業残業残業、、、、労働条件労働条件労働条件労働条件のののの書面明示書面明示書面明示書面明示などなどなどなど

にににに問題問題問題問題がががが    

設問ごとにみると、利用者の約半数が「有

給休暇がもらえない、あっても取りづらい」

にチェックしており、次いで「残業したのに、

残業代が全部または一部支払われない」、「労

働時間・休日・賃金・業務内容などの労働条

件を書面でもらっていない」がともに約 35%

となっています。 

派遣労働者のみの設問では、「『打合せ』、

『見学』の名目で派遣先と事前に会ったこと

がある」をチェックした人の割合が約 53%で

一番高かったようです。 

設問の内容は基本的なものが中心ですが、

チェック項目がゼロの「ひとまず安心」が全

体の２割ほどしかなかったということを考え

ると、労使トラブルが発生する可能性がある

企業の割合は高く、その対策が急がれます。 

 

 

健康診断健康診断健康診断健康診断でででで「「「「うつうつうつうつ病検査病検査病検査病検査」」」」をををを義務化義務化義務化義務化へへへへ    

 

◆◆◆◆うつうつうつうつ病病病病などのなどのなどのなどの労災請求労災請求労災請求労災請求・・・・認定件数認定件数認定件数認定件数    
2008 年度のうつ病を含む精神障害などの

労災請求件数は 927 件（３年で 41.3%増）、認

定件数は 269 件（３年で 111.8%増）となって

おり、増加傾向にあります。 

そこで、厚生労働省では、企業が実施して

いる健康診断において、うつ病などの精神疾

患に関する検査を義務付ける方針を明らかに

しました。 

2011 年度からの実施を目指すとしており、

同省が１月に設置した「自殺・うつ病等対策

プロジェクトチーム」が今後まとめる報告書

に盛り込まれる予定で、労働安全衛生法の改

正（または厚生労働省令の改正）により対応

していくものと思われます。 

 

◆◆◆◆高高高高いいいい自殺率自殺率自殺率自殺率のののの背景背景背景背景にうつにうつにうつにうつ病病病病などのなどのなどのなどの精神疾精神疾精神疾精神疾

患患患患    

日本では、平成 10 年から 12 年連続で毎年

３万人を超える人が自殺しており、人口 10

万人当たりの自殺死亡率（自殺による死亡率）

は、欧米の先進諸国と比較して突出して高い

水準にあります。 

また、うつ病の患者数は 2008 年には 100

万人を超えています。これらうつ病をはじめ

とする精神疾患の増加が、高い自殺死亡率の

背景にあると言われているため、自殺防止対

策とあわせて、うつ病・メンタルヘルス対策

への対策が急務とされていました。 

 

◆◆◆◆一体一体一体一体となったとなったとなったとなった取組取組取組取組みがみがみがみが必要必要必要必要    

健康診断における「うつ病検査」の実施が、

うつ病などの精神疾患の減少につながること

が期待されていますが、政府・厚生労働省の

対策に頼るだけでなく、職場・地域・家庭に

おけるうつ病・メンタルヘルス対策への一層

の取組みが期待されるところです。 
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職業生活上職業生活上職業生活上職業生活上ののののピークピークピークピークはははは何歳何歳何歳何歳？？？？    

 

◆30 代前半がピーク？ 

独立行政法人労働政策研究・研修機構が行

った「成人キャリア発達に関する調査研究」

によれば、現在 50 代の人は、自らの職業生活

を「30 代前半がピーク、40 代後半が底であっ

た」と振り返っているという結果になりまし

た。 

この調査は、2009 年 1 月時点で 50～59 歳

の常勤労働者を対象として行われたものです。 

 

◆自分の能力や努力で決まる満足感 

「現在の年収」および「勤務先の従業員数」

（勤務先全体の従業員数でパート・アルバイ

トを除くおおよその数）と満足感の関係から

みると、年収が高い人ほど、また、勤務先の

従業員数が多いほど、これまでの職業生活や

キャリアに対する満足感が高い人が多いこと

がわかりました。 

また、「学校での知識が役立っている」と

思う人や、「特定の分野で１つの仕事をしてき

た」と思う人ほど、仕事への満足感が高くな

っています。 

 

◆重要だった出来事は何か？ 

10 代から 50 代の各年代で一番重要だった

出来事を質問したところ、10 代では「大学へ

の進学」、「正社員として就職」、「学校卒業」、

20 代では「正社員として就職」、30 代では「昇

進・昇格」、「転職」、「仕事内容の変更」、40

代では「管理職になる」、「昇進・昇格」、「仕

事内容の変更」、50 代では「仕事内容の変更」、

「管理職になる」、「配属先の変更」という結

果になりました。 

また、学校卒業から現在に至るまでの「職

業生活の浮き沈み」を曲線で描いてもらうと、

男性は 30 代前半をピークに 40 代後半で底を

打ち、50 代で再び上昇するＳ字曲線を描く傾

向にありました。これに対し、女性は 30 代～

40 代では平板な曲線になりますが、50 代から

の上昇が著しくなっています。 

 

◆職業生活上の危機はいつだったか？ 

過去の自分の職業生活上の危機があった

時期は 40 代が中心となっており、危機の内容

としては、会社の仕事面が中心ですが、倒産

や転職、上司との人間関係なども挙げられま

した。 

これは、調査対象者のキャリアの大部分につ

いて、「雇用情勢悪化期が労働市場参入時期

に当たること」や、バブル期を経験後、30 代

前半～40 代前半時以降に経済環境の激変の

中で雇用・失業情勢の急激な悪化、40 代以降

の中期キャリアで経済社会の変革を経験し続

けているためと推測されています。 

 

 

起業起業起業起業をををを目指目指目指目指すすすす若者若者若者若者がががが減減減減っているっているっているっている！？！？！？！？    

 

◆「１万人アンケート」の結果から 

野村総合研究所では、昨年末に「生活者１

万人アンケートにみる日本人の価値観・消費

行動の変化」を発表しました。これは、15～

69 歳の約１万人を対象に行ったアンケート

をまとめたもので、1997 年から３年ごとに実

施されています。  

このアンケートで、「会社を立ち上げて経

営者になる」、つまり「起業家を目指す」人が

減っていることが明らかになりました。 

 

◆減少する「起業家志向」 

「一流企業に勤めるよりも、自分で事業を

おこしたいか」との質問に対して、肯定的な

意見（「そう思う」「どちらかといえばそう思

う」と答えた人）は「35%」で、1997 年の「49%」

から 14 ポイントも低下しています。世代別で

みると、30 代の起業家志向が 39%と最も高く、

10 代では 27%と最も低い結果となりました。  

 

◆不景気下でより安定志向へ 

景気の低迷により、2009 年の新興企業向け

市場の東証マザーズの新規上場数は４社でし

た。ピーク時（2004 年）の 57 社から大幅減

少しています。  

また、上記のアンケートで、仕事をしてい
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る人のうち 59％（前回調査から３ポイント

増）の人が「転職は考えていない」と答える

など、不景気の中、より安定的な生活を希望

する人が増えている傾向が鮮明に表れる結果

となりました。 

 

 

国会国会国会国会にににに提出提出提出提出さささされているれているれているれている「「「「年金改善法案年金改善法案年金改善法案年金改善法案」」」」

のののの内容内容内容内容    

 

◆年金制度全体の改善に向けて 

現在、年金に関するいくつかの法案（総称

して「年金改善法案」）が国会に提出されてい

ます。 

高齢期の所得を確保する観点から、国民年

金保険料の納付可能期間の延長や、企業型確

定拠出年金の加入資格年齢の引上げ・加入者

による掛金拠出の認容などが主な内容です。 

 

◆国民年金法の一部改正 

（１）国民年金保険料の納付可能期間を延長

（２年→10 年）し、本人の希望により保険

料を納付することで、その後の年金受給に

つなげることができるようにする。 

（２）第３号被保険者期間に重複する第２号

被保険者期間が新たに判明し年金記録が

訂正された場合に、それに引き続く第３号

被保険者期間を未届期間とする取扱いを

改め、保険料納付済期間のままとして取り

扱い、年金を支給することとする。 

（３）国民年金の任意加入者（加入期間を増

やすため 60 歳～65 歳までの間に任意加入

した者）について国民年金基金への加入を

可能とし、受給額の充実を図る。 

 

◆確定拠出年金法の一部改正 

（１）加入資格年齢を引き上げ（60 歳→65

歳）、企業の雇用状況に応じた柔軟な制度

運営を可能とする。 

（２）従業員拠出（マッチング拠出）を可能

とし所得控除の対象とすること、事業主に

よる従業員に対する継続的投資教育の実

施義務を明文化することにより、老後所得

の確保に向けた従業員の自主努力を支援

する。 

（３）企業年金の未請求者対策を推進するた

め、住基ネットから加入者の住所情報の取

得を可能とすることにより、住所不明者の

解消を図る。 

 

 

６６６６月月月月のののの税務税務税務税務とととと労務労務労務労務のののの手続手続手続手続    

［［［［提出先提出先提出先提出先・・・・納付先納付先納付先納付先］］］］    

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前

月以降に一括有期事業を開始している場

合＞ 

［労働基準監督署］ 

30 日 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜

第 1 期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または

銀行］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

 

 

所長所長所長所長よりひとことよりひとことよりひとことよりひとこと    

 先日、東名古屋画像診断クリニック様を訪

問し、施設見学をさせていただきました。堂

クリニックではＰＥＴ－ＣＴを中心に、様々

な画像診断を組み合わせて、がんの早期発見

をめざす健康診断を行っています。装置もさ

ることながら読図の技術も要する仕事で、一

般の健康診断では極めて発見困難の膵臓がん

を初期の段階で見つけたなどの事例もありま

す。ご紹介ができますので佐藤までお尋ねく

ださい。 

 

 


